
令和３年度第１回北播磨広域定住自立圏共生ビジョン懇談会 次第 

日時 令和３年７月２７日（火）午後７時～

場所 加東市滝野図書館 ３階 会議場

１ 開 会

２ 委員等出席者の紹介

３ 座長及び副座長の選出

４ 議 事

 (1) 報告事項

  ア 定住自立圏構想について【資料１】

  イ 北播磨広域定住自立圏共生ビジョン懇談会について【資料２】

(2) 協議事項

 第２次北播磨広域定住自立圏共生ビジョンの進捗状況について【資料３】

５ その他

６ 閉 会



定住自立圏構想について

定住自立圏構想の意義 

中心市と近隣市町村※が相互に役割分担し、連携・協力することにより、圏域全体として必要な生活機

能等を確保する「定住自立圏構想」を推進し、地方圏における定住の受け皿を形成する。 

※近隣市町村…中心市と近接し、経済、社会文化又は住民生活等において密接な関係を有する市町村 

北播磨広域定住自立圏に係る取組状況 

平成 27年 3 月 2 日 加西市及び加東市による中心市宣言 

※宣言中心市（加東市及び加西市）と近隣市町村（西脇市及び多可町）におい

て、定住自立圏形成に関する連携項目等についての協議を開始

10 月 5 日 北播磨広域定住自立圏形成協定調印式〔加東市滝野図書館〕

11月30日 第１次北播磨広域定住自立圏共生ビジョン（平成 27年度～平成 31年度）策定

令和 2年 3月31日 第 2次北播磨広域定住自立圏共生ビジョン（令和 2年度～令和 6年度）策定

中心市 

→ ② 定住自立圏形成協定 ←

近隣市町村 

（加西市・加東市） 

① 中心市宣言
（西脇市・多可町） 

↓

③ 定住自立圏共生ビジョンの策定 

・中心市（＝加西市・加東市）が策定 

・定住自立圏の将来像や協定に基づき推進する具体的取組を記載 

北播磨広域定住自立圏のイメージ 

圏域の人口  146,689 人 

圏域の面積  625.40ｋ㎡ 

資料：人口（H27国勢調査） 

       面積（R2兵庫県市町要覧） 

兵庫県 

資料１



第２次北播磨広域定住自立圏共生ビジョンの取組内容の体系図 

分野（3） 政策（10） 施策（17） 事業（24） 

生活機能の強化 

医療 

医療体制の確保 
01 病病・病診連携事業 

02 播磨内陸医務事業組合運営事業 

医療連携の強化 
03 地域医療連携室連携強化事業 

04 障がい児発達相談強化事業 

福祉 

子育て支援の充実 05 児童虐待防止事業 

権利擁護・成年後見事務

の効率化及び体制強化 

06 権利擁護・成年後見事務共同実

施事業 

教育 
文化・スポーツの振興 

07 図書館相互利用推進事業 

08 文化・スポーツ交流活動及び施

設相互利用推進事業 

質の高い教育環境の整備 09 兵庫教育大学との連携講座事業 

産業振興 
地域資源のブランド化 10 北播磨地場産業開発機構支援事業 

創業支援の推進 11 創業支援連携事業 

生活 

広域防災体制の整備強化 

12 広域防災対応能力強化事業 

13 広域備蓄体制整備事業 

14 北はりま消防組合運営事業 

環境・エネルギー対策の

推進 
15 環境関連活動推進事業 

住民相談窓口の相互利

用等 
16 消費者行政推進事業 

健康事業等の広域連携 17 「健幸」推進事業 

結びつきやネ

ットワークの

強化 

地域公共交通 地域公共交通の広域連携 
18 公共交通広域連携調査・研究事

業 

ICTインフラの整備 
自治体情報システムの効

率化 

19 RPA・AI 等 ICT 活用調査・研究事

業 

交通インフラの整備 広域幹線道路の整備促進 20 広域幹線道路整備推進事業 

地域内外の住民と

の交流・移住促進 
観光資源の開発 21 地域観光情報発信・誘客活動事業 

圏域マネジメン

ト能力の強化 

中心市等における人

材の育成及び外部か

らの人材の確保 

人材の育成及び確保 

22 人材育成事業 

23 人事交流事業 

24 公平委員会の共同設置事業 



共生ビジョン推進に係る取組以外の圏域内取組について 

１ 【コロナ関連】圏域市町における新型コロナウイルス感染症対策の情報共有 

各市町における取組やプレスリリースについて情報共有を行うことによって、対応を検討する

上での参考とし、圏域全体の感染症対策における質の向上につなげている。 

開始日 令和 2 年 2 月 27 日（木）から

情報共有案件数 172 件 ※7 月 16 日時点

２ 【コロナ関連】マスク配布事業 

楽天ふるさと納税のクラウドファンディングを活用し、加西市内に本社のある株式会社エポッ

クが製造するマスクを北播磨広域定住自立圏の保育所・幼稚園・認定こども園、小学校、中学校

等に通う子供、妊婦、高齢者福祉施設に入所している高齢者等に無償配布した。 

実施期間 令和 2 年 5 月 22 日 6 月 30 日 （配布は 7 月 10 日以降順次） 

マスク配布対象者

計約 18,000 人 

３市１町の保育園・幼稚園、小学校、中学校等に通う子供（約 15,000 人）、妊

婦（約 1,000 人）、施設等に入所している高齢者（約 2,000 人） 

寄付額 64,860,000 円（1,487 人）   ※目標金額 20,000,000 円 

マスク配布枚数 
加西市 約 15,000 枚   加東市 約 16,000 枚 

西脇市 約 15,000 枚   多可町  約 8,000 枚    【※３枚/人】 

３ 【コロナ関連】消費拡大事業（北播磨あつもり券事業） 

新型コロナウイルス感染症の影響で売り上げが落ちている黒田庄和牛や山田錦で作られた日本

酒が割安に買える「商品券※」を、北播磨広域定住自立圏を構成する３市１町が共同で販売した。 

※ 500 円で販売する券で 1,000 円分の買い物が可能。 

発行枚数 
60,000 枚 

加西市:18,120 枚 加東市:16,490 枚 西脇市:16,720 枚 多可町:8,670 枚

販売・使用期間 令和 2 年 7 月 23 日~令和 3 年 1 月 31 日 

使用された枚数 59,654 枚  ※使用率 99.4％ 

【販売品目別】 

使用枚数・販売額

計 59,654 千円 

酒販売店 11,026 千円 肉販売店 41,700 千円 肉・酒販売店 6,928 千円 

４ 【コロナ関連】加西市「ハッピーバルーンクリスマス」イベントへの出店 

加西市の鶉野飛行場跡で 12 月 19 日・20 日の２日間にわたり開催された、気球の搭乗体験な

どができる「ハッピーバルーンクリスマス in 加西」に北播磨広域定住自立圏域の３市１町からそ

れぞれブースを出店した。 

実施期間 令和 2 年 12 月 19 日・12 月 20 日 

会場 加西市鶉野飛行場跡 

出店ブース 

・加西市 「かさいさん」グッズ、トマトカレー、がいなうどんセット等 

・加東市 電気自動車 自転車 展示     販売

 西脇市 弁当、おみやげ販売（播州織）、獅子鍋、播州ラーメン 

・多可町 特産品販売（巻きずし、とりめし等）、タカタータン販売 

※ 多可町はコロナウイルス感染防止対策のため出店取止め 

参考資料



５ 【複数市町等共同研究事業】SDGs 研修会 

北播磨圏域における、SDGs を原動力とした持続可能なまちづくりや地域活性化への取組の推

進に向けて、職員の SDGs に関する知識の向上や北播磨広域定住自立圏の活動を PR するため、

兵庫県市町村振興協会の助成事業を活用し、SDGs に関する講演会を開催した。 

また、第２部として、圏域市町職員を対象とした SDGs に関するワークショップを行い、知識

の定着及び職員交流を行った。 

事業名 北播磨広域定住自立圏 SDGs 研修会 

実施日時 

及び場所 

令和 2 年 10 月 15 日（木）10 30~16 30 

加西市市民会館３階 研修室 

参加者内訳 

（第１部）SDGs 講演会 計 115 人
加西市 51 人 加東市 18 人 西脇市 11 人 多可町 4 人 一般 31 人 

（第２部）SDGs ワークショップ 計 45 人 
加西市 14 人 加東市 16 人 西脇市 11 人 多可町 4 人

実施内容 

（第 1 部）SDGs 講演会 10 30~12 00 

     講師 東京大学未来ビジョン研究センター 特任教授 竹本 和彦 氏 

     ※主な講演内容 SDGs の概要やその取組について 

（第２部）SDGs ワークショップ 13 00~16 30 

     講師 シーズ・オブ・モチベーション 代表 山田 真司 氏 

     ※カードゲームを活用したワークショップの実施 



資料２ 
北播磨広域定住自立圏共生ビジョン懇談会設置要綱 

制定 平成２７年８月３日 

 （設置） 

第１条 加西市及び加東市は、定住自立圏構想推進要綱（平成２０年１２月２６日総行応第

３９号総務事務次官通知）第６に規定する定住自立圏共生ビジョン（以下「共生ビジョン」

という。）の策定等について協議するため、北播磨広域定住自立圏共生ビジョン懇談会

（以下「懇談会」という。）を設置する。 

 （所掌事務） 

第２条 懇談会は、次に掲げる事項について協議する。 

 (1) 共生ビジョンの策定又は変更に関すること。 

(2) 前号に掲げるもののほか、定住自立圏構想に関すること。 

（組織） 

第３条 懇談会は、委員１５人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、加西市長及び加東市長（以下「両市長」という。）

が選任する。 

 (1) 定住自立圏形成協定に掲げた政策分野の関係者 

(2) 定住自立圏構想について識見を有する者 

(3) その他両市長が特に必要と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

 （座長及び副座長） 

第５条 懇談会に、座長及び副座長をそれぞれ１人置く。 

２ 座長は委員の互選により定め、副座長は座長が指名する委員をもって充てる。 

３ 座長は、会務を総理し、懇談会を代表する。 

４ 副座長は、座長を補佐し、座長に事故があるとき、又は座長が欠けたときは、その職務

を代理する。 

（会議） 

第６条 懇談会の会議（以下「会議」という。）は、座長が招集する。ただし、座長が定ま

っていないときは、両市長が招集する。 

２ 会議の議長は、座長がこれに当たる。 

３ 会議は、委員の過半数の出席がなければ開くことができない。 

４ 懇談会は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させ、説明又は意見

を求めることができる。 



（部会） 

第７条 懇談会は、その所掌事務を分掌させるため、必要に応じ、部会を置くことができる。 

２ 部会の運営に関し必要な事項は、座長が懇談会に諮って定める。 

 （庶務） 

第８条 懇談会の庶務は、加西市及び加東市の定住自立圏構想担当課において処理する。 

 （その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、懇談会の運営に関し必要な事項は、座長が懇談会に

諮って定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成２７年１０月５日から施行する。 

 （任期の特例） 

２ この要綱の施行の日以後初めて選任する委員の任期は、第４条第１項本文の規定にかか

わらず、平成２９年３月３１日までとする。 



北播磨広域定住自立圏共生ビジョン懇談会の運営について 

平成２７年１０月６日決定 

１ 会議の公開（会議の傍聴）について 

(1) 会議は、原則公開とする。ただし、座長が公正かつ円滑な議事運営に著しい支障が

生じると認めたときは、非公開とすることができる。 

(2) 会議の公開は、傍聴を希望するものに当該会議の傍聴を認めることにより行う。 

(3) 傍聴人の定員は、会議の会場の規模に応じて決定する。 

(4) 前２号に掲げるもののほか、会議の傍聴に関して必要となる手続は、加西市又は加

東市の規程の規定に基づいて行う。 

２ 議事の表決等について 

(1) 議事等に関して表決が必要な場合は、挙手により行う。 

 (2) 会議において意見等の発言を行う場合は、挙手の上行う。 

３ 会議録の作成について 

(1) 会議録は、要点筆記で作成する。 

(2) 会議録の署名は、議長（座長）及び署名人（副座長）が行う。 

４ 会議録等の公開について 

 (1) 会議録は、市のホームページで公開する。ただし、委員の氏名など発言委員（議長

を除く。）を特定できる内容は、非公開とする。 

 (2) 会議録と併せて、会議資料を公開する。 

 (3) 委員名簿は、市のホームページで公開する。 

５ その他 

その他会議の運営に関して必要な事項は、座長が懇談会に諮って定める。 



事業数

◎ 2
○ 7
△ 11
× 4

№ 政策 施策 進捗状況

1 △

2 ◎

3 △

4 △

5 子育て支援の充実 ×

6
権利擁護 成年後見事務 効

率化及 体制強化
×

7 ○

8 △

9 質の高い教育環境の整備 ×

10 地域資源のブランド化 ○

11 創業支援の推進 △

12 △

13 ○

14 △

15 環境・エネルギー対策の推進 △

16 住民相談窓口 相互利用等 △

17 健康事業等の広域連携 ◎

18 地域公共交通 地域公共交通の広域連携 △

19 ICTインフラの整備 自治体情報     効率化 ○

20 交通インフラの整備 広域幹線道路 整備促進 ○

21
地域内外 住民 

 交流 移住促進
観光資源の開発 ○

22 ○

23 △

24 ×

資料３第２次北播磨広域定住自立圏共生     進捗状況    

人事交流事業

公平委員会の共同設置事業

事業名

進捗状況

計画どおりに実施かつ事業を拡充した

計画どおりに実施した

一部事業を計画どおりに実施した

未実施

「健幸」推進事業

公共交通広域連携調査・研究事業

RPA・AI等ICT活用調査・研究事業

広域幹線道路整備推進事業

地域観光情報発信・誘客活動事業

人材育成事業

消費者行政推進事業

児童虐待防止事業

権利擁護 成年後見事務共同実施事業

図書館相互利用推進事業

文化     交流活動及 施設相互利用推進事業

兵庫教育大学との連携講座事業

北播磨地場産業開発機構支援事業

創業支援連携事業

広域防災対応能力強化事業

広域備蓄体制整備事業

北   消防組合運営事業

環境関連活動推進事業
生活

中心市等における

人材の育成及び外

部からの人材の確

保

医療体制 確保

医療連携 強化

文化・スポーツの振興

広域防災体制の整備強化

人材の育成及び確保

医療

福祉

教育

病病・病診連携事業

播磨内陸医務事業組合運営事業

地域医療連携室連携強化事業

障がい児発達相談強化事業

産業振興



－

◎

○

△

×

進捗状況
次年度  課題 予定取組内容（実績）

圏域市町間 医師 相互応援 実施   住民等 

対するＰＲの場であるフェスタについては新型コロナウイ

ルス感染症のまん延防止のため中止した。

引き続き、圏域市町間での医師の相互応援を継続するととも

  直接来場 求  従来 病院     代  住民等 

対  病院 取組 周知 行 方法 検討   

R3年度

4,300 4,350目標 4,150 4,200 4,250
各市町とも病院フェスタ等イベ

ントについては、新型コロナウイ

ルス感染症のまん延防止によ

り中止したため、目標に届かな

かった。

一部事業を計画どおりに実

施した。

195.0%

            第２次北播磨広域定住自立圏共生    連携事業 進捗状況

計 24

－ － －

1

病病・病診連携事業

№

実績

進捗状況

今年度事業計画  

計画どおりに実施かつ事業を拡充した

計画どおりに実施した

病院     住民     等 

年間参加人数

（人） 単年度 

一部事業を計画どおりに実施できた

未実施

200

医療

施策

医療体制 確保

事業概要

R6年度R2年度

－

2

7

11

4

R3年度 R4年度 R5年度

－

事業名

200

R4年度 R5年度 R6年度

200 200200

指標名 区分 R2年度

実績 390医師 相互応援 病院 検査機器   精密検査 診療所  開放 

診療所等  連携   地域医療 担 医師 育成   病院間 診療

連携 病院 診療所  連携 推進       地域医療普及啓発事

業（病院    ） 地域医療体制推進事業（住民     ）等 開

催        限   医療資源 活用     圏域住民 安心  

住 続    医療体制 維持 充実 図  

指標結果の分析

△

298

政策
R2年度

目標

医師 年間相互応援件数

（件） 単年度 

達成率

7.2%達成率

加東市 加西市間 西脇市 

多可町間の相互応援が増加

したことによる。

上段 昨年度 下段 各年度 の進捗状況

◎ 計画    実施  事業 拡充   

○ 計画    実施   

△ 一部事業 計画    実施   

× 未実施



政策 事業名
R2年度

進捗状況
取組内容（実績） 次年度  課題 予定

95.0

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 指標結果の分析

圏域内 医療    即応  効率的  継続的 質 高 医療 提供

     北播磨病院連携会議 定期開催  情報交換 協議 研修

等 行  連携強化項目    訪問看護 拡大推進 地域包括  病

棟の効果的な運用、各市町の高齢者福祉施設等との連携による圏域市

町 境界区域  対応 含  在宅療養移行支援 推進 図     

既存 地域医療連携    北   絆    活用及 普及 図   

   北播磨地域連携  （脳卒中 大腿骨近位部骨折） 積極的 

運用を継続する。

北   絆    運用実績

（件） 累計 

達成率

一部事業を計画どおりに実

施した。

新型コロナウイルスの影響があ

  病院受診率 病床稼働

率 低下   令和2年度 

平均85.5％となった。

実績 85.5

達成率 91.9%

地域包括  病棟 年間病床使用率

（％） 単年度 

目標

168.0%

№ 政策 事業名
R2年度

進捗状況
取組内容（実績） 次年度  課題 予定

3

医療

地域医療連携室連携強化事業

令和2年度  新型       感染症 流行 伴

  臨床現場  業務量増大及 感染防止 観点 

  北播磨病院連携会議 定期開催        

     一方  北播磨絆       各施設 積

極的 周知 行  運用実績 増加      

新型       感染症 拡大状況 臨床現場  業務

量等 踏   北播磨病院連携会議 開催 検討     

  開催手法             導入 検討 行    

上  在宅医療推進 向  事例検討及 各施設 取組

状況等について情報共有を図る。

△施策

医療連携 強化

事業概要 指標名 区分 R2年度

93.0 94.0 95.0 95.0

目標 1,800 1,900 2,000 2,100 2,200
絆ネット連携患者数は、

1,249件増加し、延べ数

3,024件と大きく増加した。

実績 3,024

R3年度

計画どおりに実施かつ事業

を拡充した。

指標結果の分析
2

医療

播磨内陸医務事業組合運営事業

播磨内陸医務事業組合 運営経費 負担     

  市立病院 医師 看護師等 講師派遣及 看護

学生 実習受入 等 協力      外部講師確保

   地元医師会  協力要請 圏域病院内  講

師確保に努めた。あわせて、圏域内の公的病院を修学

資金 返還免除対象病院 加     決定  10月

組合議会 条例改正 可決    

学校の安定的な運営に関し、外部講師(医師）の確保が課

題    安定的 看護師確保    就学支援新制度 

専門実践教育訓練給付制度 導入 行    学生確保 

努める。

◎施策

医療体制 確保

事業概要 指標名 R4年度 R5年度 R6年度

60.0 公立 公的病院 採用人数

が少なかったため、就職者数が

減少し、目標が達成できな

かった。88.1%

播磨内陸医務事業組合立播磨看護専門学校 施設 設備等 維持保

全 努       講師 実習施設 確保 協力     教育環境 

充実 図    優秀 看護師 育成 推進        播磨内陸医

務事業組合立播磨看護専門学校 今後 運営   方    検討 

協議する。

圏域内病院年間就職率

（％） 単年度 

目標 58.9 59.2

№

59.4 59.7

実績 51.9

区分 R2年度

達成率



5

福祉

児童虐待防止事業

緊急事態宣言発令 伴  虐待第三次防止    

ムの実施を中止したが、今までの受講者からSOSや相

談    際 対応 行   

新型コロナウィルス感染症感染拡大が続く中、同様の状況に

  可能性    緊急事態宣言発令中  予定    会

場 使用       代替会場 確保 感染症対策 行

いプログラムが実施できるよう取組を進める。

×施策

子育て支援の充実
未実施

事業概要 指標名 指標結果の分析

養育者 子    不適切 関  （身体的虐待 心理的虐待     

ト）の解消を目的に、虐待第三次防止プログラム（虐待の終止・再発防

止・家族再統合）を実施する。

     年間受講人数

（人) 単年度 

10 10 10
新型コロナウィルス感染症の影

響によりプログラム実施を中止

とした。

実績 0

達成率 0%

進捗状況
取組内容（実績） 次年度  課題 予定

R2年度

政策
R2年度

取組内容（実績） 次年度  課題 予定

区分 R2年度

10 10

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

目標

4

相談事業については、各市町において医師等委託先を

確保のうえ、予定通りに実施できた。相談員に対する事

例研修等 連携事業      新型       感

染症の影響により実施できなかった。

発達相談事業については引き続き連携して取り組むとともに、

   禍    広域  事例研修等 関係機関  連携 

いかに実施するか検討を進める。

№ 政策 事業名

事業概要 指標名 R3年度 R4年度 R5年度

目標 72 72

圏域内 障害児相談    等  医師 応援 行      相談員 

対  事例研修等 実施     民間病院等 保健福祉 連携 継

続  行       相談員 育成 障  児 保護者     充実 

図り、障がい児の一体的ケアとあわせ、保護者が安心して暮らすことのできる

環境を整える。

発達相談及 発達相談事例研修 

年間実施件数

（件） 単年度 

各市町により予定通りに実施

できた。

達成率 241.7%

R6年度 指標結果の分析

実績 174

72 72 72

区分 R2年度

№ 事業名 進捗状況

医療

障がい児発達相談強化事業
△施策

医療連携 強化 一部事業を計画どおりに実

施した。



達成率 68.9%

7

教育

図書館相互利用推進事業

図書館利用者 利便性向上 圏域内図書館 利用

促進を目標に、毎週１回の回収日を設け、相互貸借

 利用            館外返却     継続

して取り組んだ。

事業 継続  中  図書館利用 当事業 利用共   

 以前 活発 利用状況 戻    課題    事業周知

    情報発信 啓発     継続  取 組  利用

者 利便性     向上 圏域内図書館 利用 促進 

る。

○施策

文化・スポーツの振興
計画どおりに実施した。

事業概要 指標名 区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 指標結果の分析

図書等の相互貸借及び館外返却サービスを運用し、圏域内各図書館の

利用 促進   

図書等の館外返却サービスによる

年間預  冊数

（冊） 単年度 

目標 14,200 14,400 14,600 14,800 15,000
新型コロナウィルス感染拡大の

ための休館や入館制限等が

影響  利用数 減少   

実績 9,789

2 3
新型コロナウイルス感染症の

影響により担当者会議を開催

することができなかった。

実績 0

達成率 0%

№ 政策 事業名
R2年度

進捗状況
取組内容（実績） 次年度  課題 予定

№ 政策 事業名
R2年度

進捗状況
取組内容（実績） 次年度  課題 予定

6

福祉

権利擁護 成年後見事務

共同実施事業

新型コロナウイルス感染症の影響により担当者会議を

開催することができなかった。一方で、各市町の障害福

祉計画 介護保険事業計画 成年後見利用促進計

画を盛り込んだ。

各市町 現状把握 行  課題 抽出 進   

中核機関 権利擁護     単独設置 困難      

近隣市町  共同設置    検討 進   

×施策

権利擁護 成年後見事務 

効率化及 体制強化 未実施

事業概要 指標名 区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 指標結果の分析

圏域住民 住 慣  地域 安心  暮      中核機関 権利擁

護    （相談窓口） 共同設置 権利擁護推進研修 共同実施 

  権利擁護 成年後見事務 共同 行        圏域市町 現状

や今後の展望等を踏まえて調査・研究する。

権利擁護 成年後見制度事務 

広域化検討事業数

（事業） 累計 

目標 1 1 1



40 40
新型コロナウイルス感染拡大

防止のため、合同研修会を中

止した。

実績 0

達成率 0%

№ 政策 事業名
R2年度

進捗状況
取組内容（実績） 次年度  課題 予定

9

教育

兵庫教育大学との連携講座事業

圏域内教員 資質 能力 向上   交流 図   

兵庫教育大学との連携講座を企画したが、新型コロナ

ウイルス感染症感染拡大防止のため中止した。

新型コロナウイルス感染症感染拡大状況から、連携した集合

型研修は実施が困難である。オンライン研修実施等を含め、

圏域市町間で情報交換・連携相談を図り、質の高い教育環

境の構築を推進する。

×施策

質の高い教育環境の整備
未実施

事業概要 指標名 区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 指標結果の分析

圏域内の教員の資質向上を図るため、兵庫教育大学と連携し、講座や研

修会等を開催する。

合同講座・研修会の参加人数

（人） 単年度 

目標 40 40 40

指標結果の分析

圏域市町 文化     施設 相互利用 推進           推

進委員 連携     圏域住民 対象   文化     事業 実施

      圏域住民 交流促進 文化     活動 対  意欲 向

上、健康増進を図る。また、兵庫教育大学をはじめとする専門機関等との

連携により文化・スポーツ指導者の育成を図る。

各種大会      年間開催回数

（回） 単年度 

目標 3 3 3 3 3 全3回     事業 行 予

定であったが、新型コロナウイル

ス感染症拡大のため２回の実

施となった。

実績 2

達成率 66.7%

№ 政策 事業名
R2年度

進捗状況
取組内容（実績） 次年度  課題 予定

8

教育

文化     交流活動及 

施設相互利用推進事業

担当者会議 5回開催（内    推進委員会長会

議1回）するとともに、スポーツ教室、スポーツ推進委員

会事業を実施した。グラウンド・ゴルフ大会については新

型コロナウイルス感染症感染拡大のため未実施となっ

た。

圏域住民 対象        交流事業 実施      

新型コロナウイルス感染症の関係で実施できていない事業があ

るため、感染拡大状況を踏まえた事業の実施方法について検

討する。

△施策

文化・スポーツの振興 一部事業を計画どおりに実

施した。

事業概要 指標名 区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度



達成率 52.6%

指標結果の分析

商工会議所・商工会等と連携しながら、圏域市町で特定創業支援等事

業（創業塾等）を共同実施する。また、圏域市町間の連携により創業セ

ミナーを開催するなど、効果的な創業支援の推進を図る。

年間創業件数

（件） 単年度 

目標 46 47 48 49 50
コロナ禍における地方移住への

機運の高まりや、働き方の変

化に伴い、創業者が増えた。

実績 52

達成率 113.0%

創業    年間参加人数

（人）(単年度 

目標 38 39 40 41 42
新型コロナウイルス感染拡大

    年間２回 開催予定

を１回にしたことなどの影響が

あり、目標参加人数を下回っ

た。

実績 20

達成率 87.5%

№ 政策 事業名
R2年度

進捗状況
取組内容（実績） 次年度  課題 予定

11

産業振興

創業支援連携事業

令和2年11月28日（木） 日経BP総合研究所上

席研究員渡辺和博氏を講師として創業セミナーを開催

   （講演    新規    創出    市場 

    読 方 新型    消費者      変 

   ）

翌年度 事業 参考         実施  創業 

対する課題や支援ニーズを把握した。

広域   開催      活        場 更  創業

希望者同士 交流 場       開催内容 見直  実

施する。

△施策

創業支援の推進 一部事業を計画どおりに実

施した。

事業概要 指標名 区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

10

産業振興

北播磨地場産業開発機構

支援事業

北播磨地場産業開発機構実施事業  補助 実施

         新型       感染症終息後 見

据       PR力 製品 企画力 製造技術 習

得等のセミナーを計５回実施した。

引 続  北播磨地場産業開発機構  補助 実施   

また、播州織ブランド産地生産体制の維持には、産地の内部

基盤を強化する必要があることから、継続して事業承継や技

術承継のためのセミナーを実施する。

○施策

地域資源のブランド化
計画どおりに実施した。

事業概要 指標名 区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 指標結果の分析

圏域における重要な地場産業のひとつである播州織を活性化することは、

地域経済 振興 不可欠        活性化 取 組 公益財団法

人北播磨地場産業開発機構 支援   

講演会等参加者数

（人） 単年度 

目標 120 120 120 120 120 新型コロナウイルス感染防止

対策としてセミナー実施回数の

削減や参加者数の制限を

行    目標値 下回   

実績 105

№ 政策 事業名
R2年度

進捗状況
取組内容（実績） 次年度  課題 予定



2 2 防災備品 管理台帳 作成

等 効率的 備品管理 必

要とされる備蓄品の情報共有

 行 必要    

実績 1

達成率 50.0%

№ 政策 事業名
R2年度

進捗状況
取組内容（実績） 次年度  課題 予定

13

生活

広域備蓄体制整備事業
避難所 感染症対策    段   間仕切  簡易

テント、消毒液等の防災備蓄品の充実を図った。

圏域市町の防災備品の把握に努め、万一の災害時において

相互に活用できるよう、備蓄物資について情報共有を図るなど

して相互補完体制を整える。

○施策

広域防災体制の整備強化
計画どおりに実施した。

事業概要 指標名 区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 指標結果の分析

圏域市町    物資備蓄  内容及 数量  必   万全     

い状況であるため、大規模・広域的な災害の発生を想定し、備蓄物資につ

いて情報共有を図ることで、有事の際の相互補完体制を強化する。

備蓄物資管理台帳 年間更新回数

（回） 単年度 

目標 2 2 2

達成率 100.0%

圏域市町職員における

家屋被害認定士数

（人） 累計 

目標 188 191 194 197 200
令和2年受講者  退職者 

一部あったものの総数で増員

 行        

実績 207

達成率 110.1%

12

生活

広域防災対応能力強化事業

圏域各市町で防災訓練等の連携が困難な中、コロナ

禍 影響 深刻    不足 発生    圏域市町

 連携   不足    市町 供給         

新型コロナウイルス感染症感染拡大により、自主防災訓練を

実施する自治会が無かった。今後、感染対策に配慮した防災

訓練 検討 行  

△施策

広域防災体制の整備強化 一部事業を計画どおりに実

施した。

事業概要 指標名 区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 指標結果の分析

大規模災害 発生時     迅速  的確 災害対応 行    情

報共有 応援体制 確立   圏域市町 連携強化 取 組      

防災知識 普及啓発   通   圏域 地域防災力 向上 図  

図上訓練 年間実施回数

（回） 単年度 

目標 1 1 1 1 1
   禍 防災訓練実施 不

可能になることもあったが、避

難所担当職員の避難所開設

説明会、訓練の内部研修を

実施した。

実績 1

№ 政策 事業名
R2年度

進捗状況
取組内容（実績） 次年度  課題 予定



指標結果の分析

民間企業 関係団体 地域住民  多様 主体  連携 下 圏域全

体又は各市町による環境啓発強調月間における事業の開催により、圏域

住民 事業所 対  環境意識啓発 推進      低炭素社会 構

築 向       設備 電気自動車等 普及促進 向  調査 研

究 行  

環境     年間参加人数

（人） 単年度 

目標 600 400 600 400 600 新型コロナウイルス感染症拡

大防止の観点から当初予定

していたイベントが中止となり目

標値を下回る結果となった。

実績 399

達成率 66.5%

達成率 0.0%

№ 政策 事業名
R2年度

進捗状況
取組内容（実績） 次年度  課題 予定

15

生活

環境関連活動推進事業

新型コロナウイルス感染症感染拡大防止の観点から、

一部事業 実施        令和2年10月1日  

10月31日   1 月間 加西市立図書館 3市1町

 環境啓発    展示 行  各市町 環境  取

組をPRした。

環境意識 高      継続  啓発活動 重要     

から、引き続き、新型コロナウイルス感染症の感染拡大状況を

踏まえた事業の実施方法を検討  環境意識 啓発 努 

る。

△施策

環境・エネルギー対策の推進 一部事業を計画どおりに実

施した。

事業概要 指標名 区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

14

生活

北   消防組合運営事業

署所配置計画 基  施設整備  西脇消防署多可

出張所 令和３年度  運用開始予定      庁

舎建設予定地 多可町 調整  中  令和２年度

 設計業務   完了  令和３年度 建設工事 

実施することとなった。

令和３年度中 西脇消防署多可出張所 建設工事 完了

し、その運用を開始する。

△施策

広域防災体制の整備強化 一部事業を計画どおりに実

施した。

事業概要 指標名 区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 指標結果の分析

広域      活    消防力 集中配備 投入   北播磨 消防

力 効率的 運用   体制整備  統一的 指揮下  効率的 部

隊運用 計画的 署所配置 高機能指令     更新整備    

  消防体制 基盤強化 行     圏域市町  連携強化    消

防団等  円滑 活動 確保   

新庁舎建設等 年間施設整備件数

（件） 単年度 

目標 1 － － － 1

庁舎建設に係る設計業務の

  完了   
実績 0

№ 政策 事業名
R2年度

進捗状況
取組内容（実績） 次年度  課題 予定



達成率 90.0%

17

生活

「健幸」推進事業

令和2年度   加西 多可健幸        加西市

 多可町     共同利用      事業 実施 

た。イベント等に参加することで獲得できるポイントの対

象 双方 市町民対象    開催      市町

民 交流 健康    促進 図        GPS機

能を使った「名所にチェックインポイント」では、市町の名

所を対象のスポットに設定することで、市町間の往来を

促進した。

令和3年度  西脇市  健幸    事業 実施    市

町間相互 連携 事業交流 行     情報共有 調整

 行        市町独自 事業 連携事業 両方 推進

を図る。

◎施策

健康事業等の広域連携 計画どおりに実施かつ事業

を拡充した。

事業概要 指標名 区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 指標結果の分析

高齢化 人口減少 進 中 圏域住民  健幸            

暮らすことで健幸になれる「まち」づくりが求められていることから、圏域各市町

 行    健康事業等 広域連携（健康 健幸     連携  ） 

図り、『健幸』=健康で幸せ（身体面の健康だけでなく、人々が生きがいを

感じ、安全・安心で豊かな生活を送れること）な圏域づくりに取り組む。

広域連携事業に係る検討項目数

（項目） 累計 

目標 10 15 16 16 16 事業内容についての共有は図

れたが、教室等の同時開催な

どは、新型コロナウイルス感染

症の影響でできなかった。

実績 9

1,000 1,020
相談件数  前年度 比  

増加（17件増）したものの、

他 年代 比較  若年層 

利用 少   目標値 下

回った。

実績 864

達成率 91.9%

№ 政策 事業名
R2年度

進捗状況
取組内容（実績） 次年度  課題 予定

№ 政策 事業名
R2年度

進捗状況
取組内容（実績） 次年度  課題 予定

16

生活

消費者行政推進事業

コロナ禍の中、相互連携について協議する場を設けられ

なかったため、各市町において、担当職員それぞれが、

関係機関によるWEB研修会に積極的に参加し、相談

機能の強化を図った。また相談内容等について情報共

有を図るとともに、各市町で広報誌、ケーブルテレビ等で

 消費者教育 啓発活動 行   

引き続き、研修会への参加による相談機能の強化を図るととも

  相談内容 共有 図       事例 基 適切 消

費者教育 啓発活動 行  

   圏域住民 利便性 向上 図    相談窓口 相互

連携の内容について検討する。

△施策

住民相談窓口 相互利用等 一部事業を計画どおりに実

施した。

事業概要 指標名 区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 指標結果の分析

圏域住民 利便性 向上 図      消費者被害 対  迅速 適

切 対応     相談窓口 相互連携 推進  相談機能 強化 相

談体制の充実を図る。また、消費者被害の未然防止及び拡大防止を図る

ため、圏域市町間の連携を強化し、地域資源や人材等を活かした消費者

教育 啓発活動等 効率的  効果的 推進   

消費生活相談 年間利用件数

（件） 単年度 

目標 940 960 980



1 1
想定    情報交換 行 

ことができた。また連携事業の

範囲ではないが業務上の相

談 情報交換 行      

た。

実績 1

達成率 100.0%

№ 政策 事業名
R2年度

進捗状況
取組内容（実績） 次年度  課題 予定

19

ICTインフラの整備

RPA・AI等ICT活用調査・

研究事業

ＲＰＡ 試行 行   対象業務 拡大 検討   

ること、適用した業務、スケールメリットが出ないことから足

踏       部分      情報共有 行   

ＡＩについては国勢調査の調査員の支払登録情報の

読 取  実施  事例 議事録作成     要望

   予算 通     事例   共有 行   

各市町  試行 主   年１回程度 会議 情報共有 

図る。3市1町自治体システム導入状況等一覧表は、継続作

成していく。

○施策

自治体情報     効率化
計画どおりに実施した。

事業概要 指標名 区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 指標結果の分析

RPAやAI等の新しいICT技術の情報を共有し、ICT技術の適用による業

務 効率化 新       提供 可能性    調査 研究   

RPA・AI等ICT技術の調査研究会の

年間開催回数

（回） 単年度 

目標 1 1 1

指標結果の分析

圏域内   主要施設  交通手段 確保      既存路線 再

編 維持 目指  交通事業者等 協議 行     利便性 効率性 

考慮  圏域内 移動 係 定額運賃制度 導入 ＩＣＴ技術等 活

用  取組    調査 研究 行  

路線   年間利用人数

（圏域内国 県補助対象路線）

（人） 累計 

目標 299,000 299,000 299,000 299,000 299,000 新型コロナウイルス感染症の

影響で、外出の自粛やテレ

ワーク等による通勤者の減少

により、目標値を下回った。

実績 254,831

達成率 85.2%

№ 政策 事業名
R2年度

進捗状況
取組内容（実績） 次年度  課題 予定

18

地域公共交通

公共交通広域連携調査・研究事業

既存路線   維持        禍  交通事業

者への支援等、圏域内で情報共有を図った。

   各市町    定額運賃制度 ＩＣＴ技術 活

用した取組についても情報共有を図った。

コロナ禍の影響で、交通事業者の経営状況が悪化しているこ

    既存   路線 維持          一層路線 

  利用 促進  施策 展開    。

△施策

地域公共交通の広域連携 一部事業を計画どおりに実

施した。

事業概要 指標名 区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度



700 707
新型コロナウイルス感染症拡

大によるイベント中止等により

入込数が減少した。一方、

キャンプ場など屋外アクティビ

ティの減少は小さかった。

実績 595

達成率 87.2%

№ 政策 事業名
R2年度

進捗状況
取組内容（実績） 次年度  課題 予定

21

地域内外 住民  交流 移

住促進

地域観光情報発信・誘客活動事業

新型コロナウイルス感染症の影響を考慮し、８か所の紅

葉     巡 紅葉       事業 行     

際、参加者にアンケートを実施し、参加者プロファイルや

今後の観光施策の参考となるデータを取得した。

新型       感染症 考慮    北播磨内外 交流

人口を増加できる事業として、三木市、小野市とも連携した花

        （6月 10月） 実施      昨年度好

評    紅葉       （10月 1月） 継続  実施

する。

○施策

観光資源の開発
計画どおりに実施した。

事業概要 指標名 区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 指標結果の分析

自然や歴史文化、伝統産業等の多様な地域資源の活用や連携、新たな

地域資源の発掘により、周遊性を高めた圏域における観光ルートを形成す

るなど、観光情報の効果的な発信とともに、圏域への誘客活動に取り組

  交流人口 拡大   圏域 活性化 図  

観光客動態調査   年間入込客数

（万人） 単年度 

目標 682 688 694

達成率 100.0%

目標

実績

達成率

20

交通インフラの整備

広域幹線道路整備推進事業
県 対   各市町 事業要望 加  連携強化路

線 維持管理 含  整備要望 行   

未改良区間 歩道未整備区間 整備 向  引 続 要望

を実施する。

○施策

広域幹線道路 整備促進
計画どおりに実施した。

事業概要 指標名 区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 指標結果の分析

圏域市町間を結ぶ、国道１７５号、国道３７２号、主要地方道多可

北条線 一般県道高岡北条線 連携強化路線   未改良区間 歩道

未整備区間の整備について連携して要望することで、安全・安心な交通を

確保       圏域住民 利便性 向上 図  

年間要望活動回数

（回） 単年度 

目標 1 1 1 1 1 加東土木事務所との事業調

整会等の機会を生かし、各市

町が要望活動を実施したた

め、目標を達成できた。

実績 1

№ 政策 事業名
R2年度

進捗状況
取組内容（実績） 次年度  課題 予定



指標結果の分析

職員 能力及 資質向上 図    圏域市町    実務者    

 意見交換会 行     圏域市町    共通  行政課題   

  先進的 効果的 取組事例 共有 検討 行    同時期 同一団

体 圏域市町  職員 派遣 相互交流 行  

相互交流 実施 係 実務者

意見交換会 年間開催回数

（回） 単年度 

目標 1 1 1 1 1
意見交換会   共通 場 

おいて方向性を検討できな

かった。

実績 0

達成率 0.0%

達成率 132.0%

№ 政策 事業名
R2年度

進捗状況
取組内容（実績） 次年度  課題 予定

23

中心市等における人材の育成及

び外部からの人材の確保

人事交流事業

担当者   相互 意見交換      圏域市町  

ける具体的な課題・方向性を共有する積極的な取組を

実施するに至らなかった。

圏域市町     人事配置 検討時期 見据  実効性

   取組     年度上半期  意見交換会 実施 

る。

△施策

人材の育成及び確保 一部事業を計画どおりに実

施した。

事業概要 指標名 区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

22

中心市等における人材の育成及

び外部からの人材の確保

人材育成事業

圏域市町職員を対象に、以下の３つの研修を実施し

た。

・R2.11.24 手話研修（初級）21名参加

・R2.11.30 自治体法務検定（政策法務）16名参

加

・R3.3.4 ワークライフバランス研修29名参加

自治体法務検定、手話研修及びワークライフバランス研修を

引き続き実施するとともに、秋ごろに観光資源歴史研修を新た

に実施する予定である。

○施策

人材の育成及び確保
計画どおりに実施した。

事業概要 指標名 区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 指標結果の分析

圏域市町職員 職務能力 資質及 公務能率 向上 図    職種

別又は担当課レベルでの専門研修や圏域内における同一課題に対応する

ための合同研修を実施する。

職員合同研修等 年間参加人数

（人） 単年度 

目標 50 50 50 50 50
特に、ワークライフバランス研修

への参加が多く目標到達をす

ることができた。

実績 66

№ 政策 事業名
R2年度

進捗状況
取組内容（実績） 次年度  課題 予定



事業概要 指標名 区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 指標結果の分析

事務 効率化 専門性等 確保    公平委員会 共同設置   

て調査・研究する。

担当者   意見交換会 

年間開催回数

（回） 単年度 

目標 1 1 1 1 1
新型コロナウィルス感染症の影

響 意見交換会 実施  

なかった。

実績 0

達成率 0.0%

№ 政策 事業名
R2年度

進捗状況
取組内容（実績） 次年度  課題 予定

24

中心市等における人材の育成及

び外部からの人材の確保

公平委員会の共同設置事業

共同設置に向け、公平委員会事務局と組織機構担当

課との検討会議を予定していたが、新型コロナウィルス感

染防止   開催 見送   

共同設置に向けた検討会議を開催し、メリット、デメリット、課

題を洗い出す。

×施策

人材の育成及び確保
未実施


